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１．はじめに 

近年，地球温暖化に伴う異常気象や台風の頻発により，洪水被

害が多発しており，水害対策が注目されている．具体的手法とし

て森林整備がある．森林の洪水低減機能を向上させるには，地表

到達雨量を減少させる遮断蒸発率と地表面流出の遅延効果があ

る地表面粗度の大きくする必要があり，複層林化はこれらのパラ

メータを向上させる一つの手段である．本研究では長安口ダムよ

り上流域(図 1)を対象として，今後 30 年間の林業従事者の人口推

移と，複層林化による遮断蒸発率・地表面粗度の各種パラメータ

の経年変化を推定し，森林の洪水低減機能をどの程度向上させる

ことが出来るのか評価する． 

２．研究手法 

図 2 のように長安口ダム流域を複数のサブ流域に分割する．解

析手法として，分布型流出モデルを使用し，斜面部は地表面流分

離直列二段タンクモデル 2)，河道部は修正 Muskingum-Cunge 法を

用いて流出解析を行う．また，複層林化のシミュレーションでは，

遮断蒸発率，地表面粗度，施業可能面積の経年変化を求めた．

遮断蒸発率は，立木密度と遮断蒸発率の関係 3)から上層木の遮

断蒸発率を求め，これに樹冠投影面積と樹冠長を推定し，下層木

の遮断蒸発率を推定し，森林全体の遮断蒸発率を推定した．地表

面粗度は，林内の相対照度と林床植生の繁茂の経年変化から推

定した．施業可能面積はコーホート変化率法 4)により推定した林

業従事者と 1人当たりの施業可能面積の積により推定した．図 3

に遮断蒸発率と地表面粗度の経年変化を示す．また，図 4 に施業

可能面積の経年変化を示す．既往洪水イベント 5 つを用いて解

析を行う(表 1)．流出解析では 2つの方法を比較する．1つはピ

ーク流出高が大きいサブ流域から施業する(図 5)ものである．もう

1つは行政管理森林から施業するものとする(図 6)ものである．

後者は民有林を含めた施業を想定した場合，林地所有者との合

意や連携が必要となり，事業が滞ると判断したためである．平

成 26 年台風 11 号(以下 H26T11 のように記す)の流域平均雨量

をサブ流域に一様に与える．評価には以下の式で表されるピー

ク流量減少率を用いる． 

 𝑅   ＝
𝑄𝑃𝑂−𝑄𝑃𝐸

𝑄𝑃𝑂
・100 ( R：ピーク流量減少率，𝑄𝑃𝑂：現

況流量（m3/s），𝑄𝑃𝐸：改変後の推定流量（m3/s）) 

図 1 長安口ダム流域の概要 1) 
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図 3 遮断蒸発率及び地表面粗度 

の経年変化 

図 4 施業可能面積の経年変化 

図 2 長安口ダム流域の分割図 

jsce7-092-2022

                               1 / 2



３．洪水低減機能の考察 

5 つの洪水イベントのピーク流量減少率

を図 7 に示す．ピーク流量減少率が低い結

果となったのは，H26T11である．逆にピー

ク流量減少率が高くなったのは，H16T23，

H27T11，H30T24である．次に地表面粗度と

遮断蒸発率の寄与を検討する．H16T10 と

H16T23と H30T24では遮断蒸発率の効果が

高いことがわかる．逆に H26T11と H27T11

では地表面粗度の効果が高いことがわか

る．これは表 1 より，最大時間雨量が大き

いと洪水流に占める地表面流が大きくな

るためだと考える．本研究の計算条件で

は，洪水低減において遮断蒸発率の寄与が

高いと評価されるため，複層林化と併せて

弱度伐施業を実施するなどすれば，森林の

洪水低減機能を効率的に向上させることができると考える．

ただし，その効果は最大でも 2.2%程度(H30T24)と見積もられ

るため，高い効果は期待できない． 

４．まとめ 

本研究の施業条件では，最大で 2.2%，最小で 0.8%のピーク流

量減少率がみられ，複層林化したとしてもピーク流量減少率の

効果が出にくい．また僅かながら遮断蒸発率の強化が洪水低減

機能の向上に有効である．最大時間雨量が大きい降雨では地表

面粗度の影響が大きい．今回の解析条件を踏まえて，森林の洪

水低減機能を効果的に向上させるには，施業可能面積を増加さ

せることが重要であると考える．  
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図 7 既往洪水に対するピーク流量減少率 

表 1 既往洪水イベント 

図 6 行政管理林の分布図 

図 5 ピーク流出高の流域平均値との差 
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